Ⅲ　障がい者を取り巻く環境の変化

１．障害者総合支援法の改正

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」は、障がい者や難病患者等が地域や職場で生きがい、役割を持ち、各分野の支援を受けながらその人らしく安心して暮らすことができる体制の構築を目的とした法律で、障害福祉サービス等について規定したものです。
本法律は数年おきに一部改正されており、様々な制度の見直しが図られました。最近の主な見直し事項としては、下記のものがあります。
【R3.4.1施行】
・障がい者の重度化・高齢化を踏まえた障がい者の地域移行・地域生活の支援等
・効果的な就労定着支援
・災害や感染症の発生時も含めた支援の継続を見据えた対応
・障がい福祉サービス等の持続可能性の確保と適切なサービス提供を行うための報酬等の見直し
　　【R6.4.1及びその他の日付で施行】
・共同生活援助（グループホーム）の支援内容として、一人暮らし等を希望する者に対する支援や退去後の相談等が含まれることの明確化
・障がい者が安心して地域生活を送れるよう、市町村の基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等の整備の努力義務化
・障がい者本人が就労先や働き方についてよりよい選択ができるよう、障害福祉サービスとして、就労選択支援（本人の希望、適性等に沿った選択を支援）を新設
・障がい者ＤＢ（データベース）、障がい児ＤＢ、指定難病及び小児性特定疾病に係るＤＢについて、第三者提供の仕組み等の規定を整備
・都道府県知事が行う事業者指定の際に市町村長が意見を申し出る仕組みを創設
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２．児童福祉法の改正
　　　「児童福祉法」は児童の健全な育成、生活の保障及び愛護を理念とし、児童の権利及び必要な支援等を定めた法律です。
本法律は令和４年６月に一部改正され、児童発達支援センターが地域における障がい児支援の中核的役割を担うことが明確化されました。また、児童発達支援の類型（福祉型、医療型）を一元化する、障害児入所施設の入所児童等が地域生活へ移行する際の調整の責任主体（都道府県、政令市）を明確化する、といった見直しが図られています。
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３．精神保健福祉法の改正

　　「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（精神保健福祉法）」が令和４年12月に一部改正され、地域生活の支援の強化等により精神障がい者の希望やニーズに応じた支援体制を整備することを目的として、主に下記の見直しが行われました。
・都道府県及び市町村が行う精神保健に関する支援相談について、精神保健に課題を抱える者も対象に含めることを可能にするとともに、心身の状態に応じた適切な支援を確保することを明確化
・市町村長の同意による医療保護入院を可能とし、また医療保護入院中の者について、一定期間ごとに入院要件の確認を実施

・「入院者訪問支援事業（市町村長同意による医療保護入院者を中心に、都道府県等が本人の話を聴き、必要な情報提供を行う）」を創設
・精神科病院において従業者への研修等、虐待防止のための措置の実施を義務付け、また、虐待を発見した場合の都道府県等への通報を義務付け
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４．障害者雇用促進法の改正
「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）」が令和４年12月に一部改正され、従業員に占める障がい者の雇用率を算定する際、新たに週所定労働時間が10時間以上20時間未満の精神障がい者、重度身体障がい者及び重度知的障がい者を含めることができるようになります。
また、雇用している障がい者の人数で評価される障害者雇用調整金等の支給方法が見直されるほか、事業主が実施する職場定着等の取組みに対する助成金が新設されることとなりました。
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５．障害者差別解消法の改正

　　　「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」は、すべての国民が障がいの有無によって分け隔てられることなく共生する社会の実現を目的とした法律です。
本法律は令和３年６月に一部改正され、民間事業者における合理的配慮の不提供の禁止について、令和６年度までに努力義務から法的義務に改められることとなりました。
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６．医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の施行

　　医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職防止に貢献すること、またそれにより安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現に寄与することを目的として、令和３年９月に「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が施行されました。本法律では、医療的ケア児やその家族の日常生活、社会生活を支援するため、国や地方公共団体等の行う様々な支援措置が責務として規定されています。
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７．障害者による文化芸術活動の推進に関する法律の施行
　　障がい者による文化芸術活動の推進に関する施策を推進し、文化芸術活動を通じた障がい者の個性と能力の発揮及び社会参加の促進を図ることを目的に、「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が平成30年６月13日に公布、施行されました。
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８．読書バリアフリー法の施行
[image: image14.emf]　　　視覚障がい者等の読書環境の整備を推進し、障がいの有無にかかわらず全ての国民が等しく読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現を目的に、「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法」が令和元年６月に公布、施行されました。

本法律により、地方公共団体は国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、視覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関する施策を策定し、実施する責務を有するとされました。
９．障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法の施行

　　　障がい者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策を推進するため、「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）」が令和４年５月に施行されました。
本法律により、国や地方公共団体は、全ての人が障がいの有無に関わらず等しく情報を取得できるよう施策を実施する責務が課されたほか、事業者に対してはそうした施策に協力するよう努めることが規定されました。
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10．バリアフリー法の改正
　高齢者、障がい者等が移動や各種施設を利用する際の利便性及び安全性の向上を目的とした「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」が、令和２年６月に一部改正されました。
改正内容は令和３年４月に全面施行され、公共交通事業者等にはソフト基準（スロープ板の適切な操作等、サービス提供方法に関する基準）を遵守する義務が課されたほか、国・地方公共団体・国民・施設の設置管理者の責務等として、「車両の優先席、車椅子使用者用駐車施設等、障害者用トイレ等の適正な利用の推進」が追加されました。
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Ⅳ　鳥取県の課題

　　これまで、鳥取県の現状と今後の見通し、障がい児者を取り巻く環境の変化を見てきましたが、以下のようにまとめることができます。

【現状と今後の見通し】
・障がい者数は、身体障がい者は減少傾向にあるものの、知的障がい者、精神障がい者は増加傾向であり、今後も同様の傾向にあると見込まれます。
・区分別では、身体障がい者は１・２級の重度の方が半数近くを占めており、今後も同様の傾向が見込まれます。
・知的障がい者は、重度の方の数は横ばいであるが、中軽度の方が増加傾向にあり、今後も同様の傾向が見込まれます。
・精神障がい者は、いずれの等級も増加傾向で、特に２・３級は今後も増加することが見込まれます。また、入院者数は減少傾向にあるものの、通院者数は増加しており、今後も同様の傾向が見込まれます。
・障害福祉サービスの利用者割合（総人口に占める障害福祉サービス利用者数の割合）は全国と比べても高く、全体的にサービスの基盤整備は進んでいると考えられますが、一方で、重度訪問介護、同行援護、就労移行支援、児童発達支援、放課後等デイサービスなど、サービス種別によっては全国平均を下回るものも見られます。
【障がい者を取り巻く近年の環境の変化】
・障害者総合支援法が改正され、障がい者等の地域生活や就労支援の強化等による、障がい者の希望する生活を実現するための支援体制の充実（地域生活の支援体制の充実、多様な就労ニーズに対する支援や雇用の質の向上の推進等）が示されました。
・児童福祉法が改正され、児童発達支援センターが地域における障がい児支援の中核的役割を担うことを明確化し、地域全体で障がい児支援の質の底上げを図ることが示されました。
・精神保健福祉法が改正され、地域生活の支援の強化により、精神障がい者の希望やニーズに応じた支援体制の整備が示されました。
・障害者差別解消法が改正され、民間事業者における合理的配慮の提供が法的義務化され、障がい者の一層の社会参加の促進が示されました。
・医療的ケア児支援法が制定され、医療的なケアが必要な子やその家族が居住地に関わらず、適切な支援を受けられる社会づくりへの取組みが示されました。
・読書バリアフリー法が制定され、障がいの有無に関わらず、全ての国民が等しく読書を通じて、文字・活字文化の恵沢を教授することができる社会の実現が示されました。
・障害者情報アクセス法が制定され、全ての障がい者が等しく情報を取得・利用し、意思疎通ができるよう、社会全体で施策を推進していくことが示されました。
鳥取県では、これまで様々な障がい児者施策を展開しており、主なものを挙げると、

　　○工賃三倍計画の策定、農福（水福）連携推進事業、障害者就労事業振興センターの設立など県独自の就労関係事業の実施

　　○「障がいを知り、共に生きる」あいサポート運動の実施と全国展開

　　○障がい者アスリートの指定強化選手制度の導入

　　○手話言語条例の制定

　　○あいサポート条例の制定

　　○情報アクセス・コミュニケーション支援の充実
　　○強度行動障がい者に対する総合的な支援
　　○重症心身障がい児者等を受け入れる事業所への支援

　　○医療型ショートステイ事業を実施する医療機関等への支援

　　○ＮＩＣＵからの地域移行を支援する訪問看護事業所への支援

　　○あいサポート・アートとっとりフェスタ（第１４回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会）の開催
　　○鳥取県立バリアフリー美術館の創設
　　○手話パフォーマンス甲子園を含む手話フェス等の開催　　などがあります。
　

改めて、障がい者の地域生活を支えるためには、障害福祉サービスのみならず、医療、情報アクセス・コミュニケーション支援、教育、スポーツ・文化芸術活動、権利擁護・虐待防止、防災・防犯対策、住宅、バリアフリー、雇用・就業など幅広い取組が必要となります。本プランは、こうした福祉の枠にとらわれない幅広い分野における障がい児者施策の計画的かつ総合的な推進を目指し、策定するものです。
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